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平成１８年３月期   個別中間財務諸表の概要 平成17年11月17日 

上場会社名 株式会社サイネックス     上場取引所 大阪証券取引所(ヘラクレス) 

コード番号 ２３７６     本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http://www.scinex.co.jp/） 

代  表  者  役職名 代表取締役社長 氏名 村 田 吉 優 

問合せ先責任者  役職名 取締役執行役員 氏名 橋 本 篤 実       ＴＥＬ ( 06 ) 6766 － 3333 

決算取締役会開催日 平成17年11月17日               中間配当制度の有無     有 

中間配当支払開始日 平成－年－月－日              単元株制度採用の有無   有(１単元 100株) 

 

１ 17年９月中間期の業績(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

(1)経営成績                                                          （単位：百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

17年９月中間期 

16年９月中間期 

3,660 

4,449 

 ( △17.7)

 (  △0.6)

59

302

  ( △80.4)

  (   13.4)

84 

322 

  ( △73.7)

  (   14.4)

17年３月期 8,588 497 537 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭

17年９月中間期 

16年９月中間期 

12 

163 

  ( △92.2)

   (   2.9)

         1 

        28 

 97 

 42 

        － 

        25 

  － 

  75 

17年３月期 257          44  52         44   25 

(注)①期中平均株式数 17年９月中間期 6,470,530株 16年９月中間期 5,740,660株 17年３月期 5,786,644株 

    ②会計処理の方法の変更   無 

    ③売上高，営業利益，経常利益，中間（当期）純利益におけるパーセント表示は，対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

円     銭

      －     － 

      －     － 

円     銭

      －     － 

      －     － 

 

17年３月期           －       －            5       00  

 

(3) 財政状態                                                       （単位：百万円未満切捨） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

百万円 

7,014 

6,830 

百万円

3,194 

2,965 

％

45.5 

43.4 

円   銭

         493    73 

         516    55 

17年３月期 6,916 3,219 46.5          497    61 

(注)①期末発行済株式数 17年９月中間期 6,470,530株 16年９月中間期 5,740,660株 17年３月期 6,470,530株 

  ②期末自己株式数  17年９月中間期    130株 16年９月中間期        －株 17年３月期    130株 

 

２ 18年３月期の業績予想(平成17年４月１日～平成18年３月31日)                             （単位：百万円未満切捨） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

8,600 

百万円

540 

百万円

267 

円  銭 

  5  00 

円  銭

  5  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）41円26銭 

※ 上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績等は今後さ

まざまな要因により予想数値と異なる可能性があります。 
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中間財務諸表等 

① 中間貸借対照表      
（単位：千円、未満切捨）

前中間会計期間末 
 

(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（資産の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  1,799,286 2,126,226  1,998,016

２．受取手形  2,166 1,350  1,406

３．売掛金  277,371 276,790  331,337

４．たな卸資産  328,337 316,475  338,924

５．繰延税金資産  159,645 135,929  102,500

６．その他  76,602 78,116  41,279

  貸倒引当金  △66,827 △73,933  △72,170

流動資産合計  2,576,583 37.7 2,860,956 40.8 2,741,296 39.6

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産 ※1  

１．建物 ※2 668,709 646,027  649,899

２．機械及び装置  395,596 328,154  351,642

３．土地 ※2 854,651 816,538  854,651

４．その他  57,882 53,579  53,869

有形固定資産合計  1,976,840 29.0 1,844,299 26.3 1,910,062 27.6

(2）無形固定資産  219,662 3.2 206,849 2.9 209,428 3.1

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券  527,321 565,726  521,673

２．長期貸付金  － 4,671  4,727

３．長期前払費用  232,848 165,784  178,675

４．繰延税金資産  527,111 555,172  548,246

５．敷金及び保証金  298,965 287,426  293,824

６．その他  470,711 528,239  513,732

  貸倒引当金  － △4,671  △4,727

投資その他の資産合計  2,056,957 30.1 2,102,348 30.0 2,056,152 29.7

固定資産合計  4,253,460 62.3 4,153,497 59.2 4,175,643 60.4

資産合計  6,830,043 100.0 7,014,453 100.0 6,916,939 100.0
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      （単位：千円、未満切捨）

前中間会計期間末 
 

(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（負債の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  129,120 93,939  120,037

２．短期借入金 ※2 400,000 350,000  350,000

３．未払金  144,257 163,913  108,947

４．未払費用  129,669 117,226  117,761

５．未払法人税等  216,418 108,947  117,000

６．前受金  1,109,490 1,341,206  1,233,237

７．賞与引当金  292,422 242,203  179,767

８．その他 ※3 86,762 49,383  78,540

流動負債合計  2,508,142 36.7 2,466,819 35.2 2,305,291 33.3

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金  1,305,205 1,303,155  1,338,170

２．役員退職慰労引当金  51,337 49,777  53,691

固定負債合計  1,356,542 19.9 1,352,933 19.3 1,391,861 20.2

負債合計  3,864,684 56.6 3,819,753 54.5 3,697,153 53.5

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  669,700 9.8 750,000 10.6 750,000 10.8

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  471,795 552,095  552,095

資本剰余金合計  471,795 6.9 552,095 7.9 552,095 8.0

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  20,890 20,890  20,890

２．任意積立金  1,516,694 1,636,585  1,516,694

３．中間(当期)未処分利益  185,013 139,945  279,467

利益剰余金合計  1,722,598 25.2 1,797,421 25.6 1,817,051 26.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  101,264 1.5 95,279 1.4 100,734 1.5

Ⅴ 自己株式  － － △95 △0.0 △95 △0.0

資本合計  2,965,358 43.4 3,194,700 45.5 3,219,786 46.5

負債資本合計  6,830,043 100.0 7,014,453 100.0 6,916,939 100.0
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② 中間損益計算書      
（単位：千円、未満切捨）

前中間会計期間 
 

自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

当中間会計期間 
 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

期  別 
 
 
 
 
科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高  4,449,074 100.0 3,660,145 100.0 8,588,567 100.0

Ⅱ 売上原価  1,265,864 28.5 1,047,479 28.6 2,515,614 29.3

売上総利益  3,183,210 71.5 2,612,666 71.4 6,072,953 70.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,880,924 64.8 2,553,563 69.8 5,575,759 64.9

営業利益  302,286 6.7 59,102 1.6 497,193 5.8

Ⅳ 営業外収益 ※1 27,634 0.6 30,750 0.8 57,059 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※2 7,567 0.1 5,192 0.1 16,536 0.2

経常利益  322,353 7.2 84,660 2.3 537,717 6.3

Ⅵ 特別利益 ※3 7,867 0.2 23,419 0.6 7,867 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4、5 18,687 0.4 38,562 1.0 39,654 0.5

税引前中間(当期)純利益  311,533 7.0 69,517 1.9 505,930 5.9

法人税、住民税及び事業税  206,251 4.6 94,467 2.6 269,316 3.1

法人税等調整額  △57,886 △1.3 △37,672 △1.0 △21,007 △0.2

中間（当期）純利益  163,168 3.7 12,722 0.3 257,621 3.0

前期繰越利益  21,845 127,223  21,845

中間(当期)未処分利益  185,013 139,945  279,467
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を

採用しております。 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 子会社株式 

移動平均法による原価

法を採用しております。 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

 

時価のないもの 

同左 

 

 (2）たな卸資産 

製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法

を採用しております。 

貯蔵品 

個別法による原価法を

採用しております。 

(2）たな卸資産 

製品、仕掛品、原材料 

同左 

 

貯蔵品 

同左 

 

(2）たな卸資産 

製品、仕掛品、原材料 

同左 

 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物      ３年～58年

機械及び装置 ６年～10年

(1）有形固定資産 

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物      ３年～58年

機械及び装置 ３年～10年

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

 

 

 

 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しておりま

す。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度のその発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法による按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払

に備えるため、規程に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払

に備えるため、規程に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップは、特例処

理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワ 

ップ 

ヘッジ対象…投資有価 

証券 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

 

ヘッジ対象…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

 

ヘッジ対象…同左 

 (3）ヘッジ方針 

当社の内規に基づき、金

利変動リスクをヘッジして

おります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引につ

いては、事前に特例処理の

条件に合致していることを

確認しているため、事後の

有効性の評価を省略してお

ります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

────── ────── （インターネット広告の売上計上基

準の変更） 

ＩＴメディア事業におけるインタ

ーネット広告の売上計上は、電話帳

の発行地区において配本が完了した

日をもっておこなっておりました

が、サーバーにアップロードされた

日をもって売上計上する方法に変更

いたしました。これは、従来の販売

管理システムではアップロードされ

た日に売上計上されるように対応で

きなかったこと、また、電話帳にイ

ンターネット広告のホームページア

ドレスが記載されているなど両者の

広告が相互補完的な関係にあること

から、配本が完了した日をもって売

上計上しておりましたが、インター

ネット広告の取り扱い件数が増加

し、当該売上金額の重要性が相対的

に高くなってきたこと及び社内の販

売管理システムをカスタマイズしア

ップロードされた時点で売上計上す

る集計システムを構築したことか

ら、サーバーにアップロードされた

日に売上計上する方法に変更いたし

ました。また、この売上計上基準の

変更に伴い、対応する売上原価の集

計方法の見直しをおこない、販売費

及び一般管理費として処理しており

ましたインターネット広告の製作に

かかる人件費を売上原価として処理

することといたしました。 
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前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  この結果、従来と同一の方法を適

用した場合に比べ、売上高64,287千

円、売上原価15,778千円、売上総利

益48,509千円がそれぞれ増加し、販

売費及び一般管理費は15,778千円減

少し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ64,287千円

増加しております。 

なお、当該会計方針の変更は当下

期におこなわれておりますが、これ

は新しい集計システムの当下期での

稼動を受けて、会計方針の変更をお

こなう環境が整ったためでありま

す。 

従って、当中間期は従来の方法に

よっておりますが、当中間期は、変

更後の方法によった場合に比べ、売

上高41,755千円、売上原価8,039千

円、売上総利益33,715千円がそれぞ

れ少なく、販売費及び一般管理費は

8,039千円多く、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益はそれぞれ

41,755千円少なく計上されておりま

す。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は

38,112千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── 
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表示方法の変更  

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に

含めて表示していた「投資有価証券」は、資産の総額の

100分の５を超えることとなったため、区分掲記するこ

とに変更しました。 

なお、前中間会計期間末における「投資有価証券」の

金額は214,297千円であります。 

（中間貸借対照表） 

────── 

────── 前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に

含めて表示していた投資事業有限責任組合への出資金

（前中間会計年度18,358千円）は、「証券取引法等の一

部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97号）の

施行に伴う「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）等の改正により投資その他の資産

の「投資有価証券」に含めて表示しております。 

なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出資金

は15,262千円であります。 
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追加情報   

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

────── （インターネット広告の売上計上基

準の変更） 

ＩＴメディア事業におけるインタ

ーネット広告の売上計上は、電話帳

の発行地区において配本が完了した

日をもっておこなっておりました

が、サーバーにアップロードされた

日をもって売上計上する方法に前事

業年度の下期より変更いたしまし

た。それに伴い、対応する売上原価

の集計方法の見直しをおこないまし

た。 

この結果、前中間期は従来の方法

によっておりますが、変更後の方法

によった場合に比べ、売上高41,755

千円、売上原価8,039千円、売上総利

益33,715千円がそれぞれ少なく、販

売費及び一般管理費は8,039千円多

く、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益はそれぞれ41,755千円少

なく計上されております。 

────── 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割10,616千円について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割20,017千円について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）   

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

1,795,940千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

1,897,269千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

1,840,679千円

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

（イ）担保に供している資産 

建物           385,127千円 

土地          347,783     

計           732,910 

（ロ）上記に対応する債務 

短期借入金     300,000千円 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

（イ）担保に供している資産 

建物         369,379千円

土地         347,783    

計            717,163 

（ロ）上記に対応する債務 

短期借入金     250,000千円

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

（イ）担保に供している資産 

建物          377,101千円

土地          347,783    

計         724,884 

（ロ）上記に対応する債務 

短期借入金     250,000千円

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．   ────── 

 

４．偶発債務 

保証債務 

関係会社について、未経過

リース料に対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱ 商 工

ネ ッ ト

ワーク 

 

43,785 

リ ー ス

債務 

 

４．偶発債務 

保証債務 

関係会社について、未経過

リース料に対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱ サ イ

ネ ッ ク

ス・フッ

ト ワ ー

ク 

 

 

36,091 
リ ー ス

債務 

㈱ サ イ

ネ ッ ク

ス・イー

シ ー ネ

ット 

 

 

20,906 
リ ー ス

債務 

 

４．偶発債務 

保証債務 

関係会社について、未経過

リース料に対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱ サ イ

ネ ッ ク

ス・フッ

ト ワ ー

ク 

（注１） 

39,990 
リ ー ス

債務 

㈱ サ イ

ネ ッ ク

ス・イー

シ ー ネ

ット 

（注２） 

23,229 
リ ー ス

債務 

（注１）㈱サイネックス・フットワ

ークは、平成17年２月10日

に㈱商工ネットワークか

ら商号変更しました。 

（注２）平成17年２月10日付をもっ

て㈱サイネックス・イーシ

ーネットを設立しており

ます。 
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（中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息        234千円 

有価証券利息   2,010 

受取配当金       1,095 

受取家賃        14,212 

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息        337千円

有価証券利息   2,020 

受取配当金       1,183 

受取家賃        14,693 

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息           572千円

有価証券利息   4,030 

受取配当金       1,370 

受取家賃        30,447 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息       5,918千円 

社債利息        305 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息         2,644千円

 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息      8,642千円

社債利息         305 

※３．特別利益のうち主要なもの 

機械及び装置 

売却益      3,731千円 

過年度損益 

修正益      4,136 

（納税不要となった未払消

費税の戻入益であります。） 

※３．特別利益のうち主要なもの 

過年度損益 

修正益     23,127千円

（社会保険料預り分の過剰

計上による戻入益でありま

す。） 

※３．特別利益のうち主要なもの 

機械及び装置 

売却益      3,731千円

過年度損益 

修正益      4,136 

（納税不要となった未払消

費税の戻入益であります。）

※４．特別損失のうち主要なもの 

機械及び装置 

売却損       458千円 

工具器具備品 

除却損        76 

機械及び装置 

除却損      1,490 

車両運搬具 

除却損        11 

投資有価証券 

評価損          16,341 

※４．特別損失のうち主要なもの 

減損損失        38,112千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

機械及び装置 

売却損         458千円

機械及び装置 

除却損           2,599 

車輌運搬具 

除却損              11 

工具器具備品 

除却損             123 

────── 

 

 

 

※５．減損損失 

当社は、減損会計の適用にあ

たり事業用資産については支店

別に資産のグルーピングをおこ

なっておりますが、遊休資産に

ついては個別物件単位でグルー

ピングをしております。 

当中間会計期間において減損

の要否の判定を行い、地価の著

しい下落により遊休土地につい

て帳簿価額を回収可能性価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（38,112千円）として特別損

失に計上いたしました。 

なお、回収可能価額は、路線

価及び固定資産税評価額を基に

算出し評価しております。 
 

地域 用途 種類
減損損失

（千円）

新潟県
遊休

資産
土地 2,776

三重県
遊休

資産
土地 25,921

大阪府
遊休

資産
土地 9,415

 

────── 

６．減価償却実施額 

有形固定資産    55,973千円 

無形固定資産    33,412 

６．減価償却実施額 

有形固定資産    56,590千円

無形固定資産    32,672 

６．減価償却実施額 

有形固定資産   121,841千円

無形固定資産    70,454 
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（リース取引関係）     

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
機械及び装
置 80,157 21,970 58,186 

車輌運搬具 648,928 391,691 257,236 

その
 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 199,871千円 １年内 163,070千円 １年内 172,865千円

１年超 209,097千円 １年超 133,044千円 １年超 150,788千円

合計 408,968千円 合計 296,114千円 合計 323,654千円

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 116,076千円 支払リース料 107,347千円 支払リース料 233,264千円

減価償却費相当額 115,016千円 減価償却費相当額 106,246千円 減価償却費相当額 230,998千円

支払利息相当額 1,310千円 支払利息相当額 1,136千円 支払利息相当額 2,679千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

 

他 
（工具器具備品） 

143,439 51,825 91,614 

合計 872,524 465,487 407,037 

 

 
取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円
機械及び装
置 80,157 37,744 42,412

車輌運搬具 588,493 402,915 185,577

その他 
 （工具器具備品）

125,037 59,044 65,992

合計 793,688 499,705 293,982

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円
機械及び装
置 80,157 29,857 50,299

車輌運搬具 678,596 483,515 195,080

その他 
 （工具器具備品） 

139,219 62,860 76,359

合計 897,973 576,233 321,739

 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成

17年９月30日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）のいずれにおいても子会社株式で時

価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報）     

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額 516円55銭 １株当たり純資産額 493円73銭 １株当たり純資産額 497円61銭

１株当たり中間純利益
金額 

28円42銭 
１株当たり中間純利益
金額 

1円97銭
１株当たり当期純利益
金額 

44円52銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 
 

25円75銭 
なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在しないため記載しておりま
せん。 
 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

44円25銭
 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 
 
 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 163,168 12,722 257,621 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 163,168 12,722 257,621 

期中平均株式数（株） 5,740,660 6,470,530 5,786,644 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 597,053 － 35,767 

（うち新株引受権） （597,053） － （35,767）

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（その他） 

該当事項はありません。 

 

 


